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登記事務　～資本主義経済の基盤～

不動産登記

相続登記の促進（法定相続情報証明制度）

【概　要】
不動産登記とは，私たちの大切な財産である土地や建物の所在・面積のほか，所有者の住所・氏名などについて，

民法や不動産登記法に精通した登記官（法務局職員）が登記簿に記録し，一般公開する制度です。登記事項証明書は，
手数料を納めれば，誰でも請求することができます。

【相続登記がされていない問題について】

相続登記が放置されているため，所有者の把握が困難となり，まちづく
りのための公共事業が進まないなどのいわゆる所有者不明土地問題は全国
に広がっており，社会的関心を集めています。また，相続登記未了は，適
切な管理がされていない空き家の増加の要因の一つとの指摘もあるため，
法務局においては，相続登記の促進に向けて，各種取組を行っています。

●所有権の移転の登記
　土地や建物を買って自分が所有者になっ
たということを誰にでも主張できるように
するための登記

●抵当権の設定の登記
　土地や建物を担保にして銀行などからお金を
借りるときに設定する登記

　このように，不動産に関する情報を登記簿に記録し，公
示することで，国民の権利の保全を図り，不動産の取引の
安全と円滑を図っています。

登記事項証明書の見本

【法定相続情報証明制度】
相続人が，戸籍関係書類等とともに法定相続情報を記載した一覧図を法務局に提出する
と，その記載内容を登記官が確認して対外的に証明するという制度です。
本制度を利用する相続人に，相続登記のメリットや放置することのデメリットを登記官
が説明することなどを通じ，相続登記の申請を促していきます。また，相続登記の申請の
際の手続的負担の軽減及び民間も含めた様々な相続手続の重複をなくすことができ，社会
全体のコストの削減も期待できるものです。

具体的な方策の一つとして ...

相続登記とは
・‌�不動産の所有者（登記名義人）
が死亡した際に行う所有権の移
転の登記のことです。
・‌�法定の相続分による場合，遺言
に基づく場合，遺産分割協議に
基づく場合などがあります。


